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研究成果の概要（和文）：本研究は、小児の身体活動、および体格に及ぼす地理環境･社会環境よる地域格差
を、地理環境に社会環境などを加え、空間情報科学的な処理を行なえる地理情報システム（Geographic 
Information Systems: GIS）を用いて明らかにした。その結果、小児の肥満には近隣のコンビニエンスストアの
数が関連しており、公共交通機関の多さは肥満と負の関連が見られた。また、社会経済的に恵まれない地域の早
生まれの思春期小児ほど、身体活動量やスポーツ活動への参加が少なかった。さらに小児への新型コロナウイル
ス感染症の感染リスクも、近隣の社会経済環境が関連していることが示された。

研究成果の概要（英文）：This study used Geographic Information Systems (GIS), a spatial information 
science system that combines geographic and social environments to determine regional differences in
 children's physical activity and body size. The results showed that the number of nearby 
convenience stores was associated with childhood obesity, and the amount of public transportation 
was negatively associated with obesity. In addition, adolescent children born earlier in 
socioeconomically disadvantaged neighborhoods were less physically active and less likely to 
participate in sports activities. Furthermore, the risk of transmission of COVID-19 to children was 
also associated with neighborhood socioeconomic environment.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで、わが国では所得など社会階層に関することを尋ねることをタブー視する風潮があったが、社会経済的
な階層が上位であるほど健康水準に優れることが明らかになるなど、最近では、健康格差の存在が明るみになっ
てきた。わが国には児童・生徒の居住地に限定した学校に通学する『学校区』があり、小児の日常はほぼ近隣環
境内で完遂する。したがって、小児への近隣環境の影響は成人よりも大きいものと思われる。本研究は、学校区
により社会経済的な階層があり、小児の健康にも影響していることを明らかにした。
本研究の成果は、小児の健康の居住地間格差を生み出す過程について検討する資料にもなり、健康的な近隣空間
の形成にも寄与する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
(1)地理環境が及ぼす健康への影響 
 人間を取り巻く地形・水文・気象・植生・土壌などの自然環境と、道路・住宅・店舗・企業・
農地などの人工環境をあわせて地理環境と言う。近年、地理環境が人々の健康行動に強く影響
することが報告されるようになった。代表的なものに、“Walkability (ウォーカビリティ)”が
ある。すなわち、都市を“walkable (ウォーカブル)”に、つまり歩きやすくすることで、日常
の中の徒歩移動を促進し、自然と身体活動量が増加するのである。ウォーカビリティは、道路
の接続の良さや土地利用の混合度合い、商業施設までの距離などが影響しており、「土地利用
の多様性」「公共交通への近接性」「緑の充実度」などの指標が高い地域の住民ほど肥満者の割
合が低くなることが報告されている。 

(2)社会環境が及ぼす健康への影響 
 一方で、社会環境（例えば、学歴・経済的格差、コミュニティの統合や相互支援の度合、地
区の評判）も健康に影響を及ぼす。Macintyre ら(2002)はマイノリティや貧困な居住者の多い
地区は、迷惑施設や大気汚染が集中し、公園や緑地などの健康に寄与する環境アメニティも少
ないという地理環境に加えて、ソーシャル・キャピタルや治安が悪いなどの社会環境も劣り、
その結果、不健康と結びつきやすい行動習慣に関連していることを報告している。 

(3)小児の近隣環境としての学校区の重要性 
 小児は大人ほど自由な物理的モビリティ（移動性）を持っていないため活動範囲が限られる。
また、わが国では児童・生徒の居住地に限定した学校に通学する『学校区』があり、小児の日
常はほぼ近隣環境内で完遂する。近藤（2018）は「子どもにおいては本人が選択するよりも，
環境の影響を受けている面が明らかに大きい」と述べており、近隣環境の影響は成人よりも大
きいものと思われる。実際に、学齢期の小児を持つ家庭を対象とする不動産関係の情報では、
学校区における格差について述べられており、宣伝の際も学校区を書くだけで大きな効果を及
ぼす（沖, 2018）。我々は小児の近隣環境として学校区の重要性を認識しているのである。 

(4)小児の健康格差に潜む地域格差 
 わが国は戦後間もなく、いち早く国民皆保険制度をはじめとした手厚い社会保障制度を敷く
などし、「一億総中流」と呼ばれるような平等な国となった（近藤, 2016）。しかし現在、日本
における相対的貧困率は 15.6%である。この値は G7 の 7か国の中でアメリカに次いで高い値
であり、日本国内の約 6 人に 1 人が貧困状態である（OECD, 2019）。これまで、わが国では所
得など社会階層に関することを尋ねることをタブー視する風潮があったが（近藤ら, 2012）、社
会経済的な階層が上位であるほど健康水準に優れることが明らかになるなど、最近では、健康
格差の存在が明るみになってきた。 
 古くから、健康格差は居住地域の格差と関連づけられてきた（Engels, 1845）。わが国の小児
においては、東京 23 区の所得水準最下位である足立区の「子どもの貧困対策」による「子ど
もの健康・生活実態調査」などが散見されるが、世帯レベルでの検討に止まっている。その背
景として、成人や高齢者のように、疾患や死亡をエンドポイントとしたビッグデータが入手で
きず、小児の健康格差に潜む地域格差を検討できてはいなかった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、小児の身体活動、健康状況に及ぼす地域格差を、地理環境に社会環境などを
加え、空間情報科学的な処理を行なえる「地理情報システム（Geographic Information Systems: 
GIS）」を用いて明らかにすることである。 
 
３．研究の方法 
本研究の独自性としては、1）2018-2020

年度基盤研究(B)「全国大規模調査による思
春期小児の身体活動・生活習慣と睡眠の検
討(研究代表者: 石井好二郎)」によって収集
された全国各地の計 2 万名を超える児童･
生徒の身体活動、睡眠、および体格のデー
タを有している。2）2019-2021 年度挑戦的
研究（萌芽）「地理情報システムによる小児
の身体活動・睡眠に及ぼす地理・社会環境
の影響(研究代表者: 石井好二郎)」により、
小・中学校各学校区を GIS 上にポリゴン
（面）データとして作成しており、各統計
情報を学校区別に GIS データに付与でき
るシステムを完成している（Fig.1 に学校
区版の推計年収データ作成の簡略図を示



した）。3）前述した 2万名を超える児童・生徒のデータと、その学校区の各統計情報を関連させ
分析することができる。4）児童・生徒のデータの有無とは関係なく、各学校区の各統計情報の
関連を分析できる（例：学校区の推計年収と公園や緑地などの健康に寄与する環境アメニティに
関連はあるか？）。などが挙げられる。これらの分析はデータを有する研究代表者のみ実施可能
である。 
 
４．研究成果 
成果 1：日本人小中学生における近隣の食・運動環境と肥満の関係 
近隣の食環境については、コンビニエンスストアなど不健康な飲食物を購入できる場所が近
隣に多いことが、小中学生の肥満と関連していた。一方、近隣の身体活動環境については、駅な
どの公共交通機関が近くに多いことが、小中学生の肥満減少と関連していた（Table 1）。コンビ
ニエンスストアなど不健康な飲食物を購入できる場所が近くに多いことは、身体活動環境の影
響を考慮しても肥満と正の相関が確認された。本研究で得られた知見は、日本や類似地域におけ
る子どもの健康増進のための適切な地域介入策の開発に貢献することが期待される。 

 
成果 2：所在する学校の運営母体による小中学生の睡眠習慣の違い -中都市における公立学校と

国立学校との比較- 
同都市規模間で運営母体の異なる学校に所在する小児の睡眠習慣の差異を明らかにするとと

もに、適切な睡眠習慣に関する基礎的な知見を得ることとした。その結果、公立学校に通う小児

と比較して国立学校に通う小児の方が、平日を中心に不良な睡眠習慣を有していることが示さ

れた。また、それによって国立学校では睡眠負債が多く日中の眠気を有している小児が多いこと

も示唆された（Table 2,3）。 

 
成果 3：近隣レベルの社会経

済的要因が身体活
動と相対年齢効果
との関連を緩和す
る：日本人思春期小
児を対象とした横
断的調査研究 

小学 5年-中学 3年までの

男子 3586 名、女子 3388 名

を対象とし、学校区におけ

る社会経済要因と小児の身

体活動の誕生月の影響(相

対年齢効果)との関連を明

らかにすることを目的とし

た。 



マルチレベル分析の結

果、平均年収が少ない地域

の男女、貧困世帯の多い地

域の女子で、誕生月が遅く

なるほど中高強度身体活動

が少ないことが明らかとな

った。社会経済的に不利な

地域は早生まれの者がスポ

ーツで活躍する機会が少な

いため、身体活動の相対年

齢効果が見られた可能性を

示した（Table 4,5）。 

 
成果 4：小学生における COVID-19 罹患率と関連する近隣の社会経済的特徴：大阪市における生

態学的研究 
居住地域の社会経済環境と

COVID-19 感染リスクとの間に有

意な関連があることは、既にい

くつかの系統的レビューとメタ

アナリシスにより明らかになっ

ている。ただしそれらの研究の

多くは海外で行われたものであ

り、また小児を対象とした研究

は少ない。日本は子どもの相対

的貧困率が高いこと、および、当

初は低いとされていた子どもの

COVID-19 感染リスクもウイルス

の変異とともにそうでなくなっ

てきたことから、我々は大阪市

内の公立小学校の 282 校の学校

区を単位とする研究を行った。 

COVID-19 に感染した小学生の

数を目的変数、社会経済環境関

連の指標を説明変数とし、共変

量で調整後の解析で、大卒者が

多い学校区では小学生の COVID-

19 罹患率が有意に低いという負

の相関が認められた〔罹患率比

（IRR）0.95（95％CI 0.91～

0.99）〕。一方、卸売・小売業従事

者が多い学校区では小学生の

COVID-19 罹患率が有意に高いと

いう正の相関が認められた

〔IRR1.17（同 1.06～1.29）〕

（Table 6）。 

パンデミックの波ごとに解析

した場合、近隣に卸売・小売業従

事者が多いことは第 4・5 波で、

小学生の COVID-19罹患率と正の

相関が認められた。また、解析対

象とした第 2～5波の中で最も罹

患率の高かった第 5 波では、医

療・社会福祉関連業の従事者が多い学校区でも正の相関が見られ〔IRR1.16（1.05～1.28）〕、反

対に大卒者が多い学校区では負の相関が見られた〔IRR0.94（0.90～0.99）〕。さらに、第 2波で

は、宿泊・飲食業の従事者が多い学校区で小学生の感染リスクが 3 倍近く高かったことが明らか

となった〔IRR2.85（1.33～6.43）〕（Table 6）。 
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